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利質分析からみた杜会関連情報
一 社会監査の担い手 一

佐 藤 倫 正

（岡山大学）

Ｉ．
は じ め に

近年、 地球環境問
題に対する関心が急速に高まったこと もあ って、 会計の領域 でも、 環 境監

査 と い う 間 題 の 取 り 上 げ か た が な さ れ る よ う に な っ た。 環 境
監 査 は、

１９７０ 年 代 に 盛 ん に な っ

た社会監査のうち、 地域社会に対する公害防止の領域
が
、
地球 環境保全にまで深 化し拡大した

も の で あ る １）。

環境監査に しろ社 会監査にしろ、 経営者のある種の経営努力
を監視し、 その経営努力 の開示

に偽りがないか どう かを検査するという意味では、 通常の 会計
監査と同 じことを して いる。 し

か し、 従 来 の 監 査 が、 提 供 さ れ た 資 金 の 間 違 い の
な い 運 用 の チ ェ ッ ク を 重 視 す る の に 対 し・ 社

会監査は資本効 率を 超え て社会的公正性をチェック しよう とす る。 当然なが ら、 社会 監査で必

要とされる技法や概 念は従来の監査とは異なる部分がでてくる。

そこで社会監査 は監査ではないという主張もでてこよう。 しかし、 時代背景が 変わ る中で従

来 の ま ま の 監 査 で よ い の か と い う 反 論 も 直 ち に で て こ よ う。 社 会 的 存 在 と し て の 企 業 に 対 し・

資本の運用効率を上 げる だけでなく、 社会的存在と して満足の いく 行動をとるよう求
める 機運

が 高 ま っ て い る こ と は 確 か で あ る。 そ こ で、 今、 会 計 に 何 が で き る か と い う 問 題 に 突 き 当 る
わ

けである。 ここ で確 認しておく
べきは、

会計は、 企業活動 を測 定し伝達する公的
な 手段をすで

に保持 していること である。 この会計は、 社会関連会計が 標的にする金融の会計
としての特徴

を も っ の は 確 か で あ る。 し か し、 ま ず、 こ の ネ ッ ト ワ ー ク を 使 っ て 社 会 関 連 会 計 の 目
的 を 達 成

できないかと考えて みるのが現実的であろう。

本 稿 で は、 こ の よ う
な 立 場 に た っ て、 現 在 お こ な わ れ て い る 信 用 分 析 に 注 目 し、

そ の 中 に あ

る 利質分析という概 念に注目することによって、 社会関連 会計と金融の会計の接
合を検討して

み る ２）
。

■． 会計 情 報の
伝達 モ デル

企業が社会的存在 として満足のいく 行動をとっているか どう かを示す情報 は、 一般に、 社会

関 連情報と呼ばれる。 具 体的には、 従業員関連情報、 消費 者関連情報、 取引
先・ 下請け関連情

報、 地域社会関
連情 報、 一般社会関連情報、 国際社会関連 情報、

地球環境関連情 報などが考え

ら れ る。 こ れ ら は、 企 業 を め ぐ る 種 々 の 利 害 関 係 グ ル ー
プ の う ち、 株

主 と 債 権 者 を 除 い た グ ル ー
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プに対する企業の配慮を示す情報である。

現 在 の と こ ろ、 こ れ ら 情 報 の 開 示 は 強 制 さ れ て い
な い し、 開 示 の 基 準 も な い。 そ こ で、 こ の

開示 は各社まちまちである。 有価証券報告書 や会社案内
な どで自発的に伝達しているところも

あ る が、 内 容
・ 形 式 は 多 様 で あ る。 も ち ろ ん 監 査 も さ れ

な い。 し か し、 近 年 の 社 会 意 識 の 高 ま

り に よ っ て、 こ の
よ う な 情 報 の 開 示 と そ の 監 査 を い か に 実 行 さ せ る か が、 わ が 国 で も 盛 ん に 議

論 さ れ る よ う に な っ た の で あ る。

このような社会関連情報開示の説明と しては、 これま での ところ、 会計責任論の
概念を拡大

す る と い う ア プ ロ ー チ が 優 勢 で あ っ た。 し か し、 会 計 学 の 一 般 的 論 調
が そ う で あ る よ う に、 社

会関連会計においても、 情報論的ア プロ ーチが可能で はな かろうか。 社会関
違情報の開示が促

進されるには、 企業の責任
意識の高 揚だけでなく、 社会 関連情報の 効用 一

企 業に とっ て も

利用 者にとっても 一 が広く認識さ れな ければな らな いはずである。

社会関連会計に対 して情報論的に アプローチするとい っても、
とく に目新 しい作業が必要と

な る わ け で は な い。 た だ、 会 計 情 報 は、 信 用 ア ナ リ ス ト や 証 券 ア ナ リ ス ト に よ っ て 分 析
さ れ て

きたことを改めて思い起こすだ けでよ い。 そして、 彼 らが情報を利用 して
企業を評価すると き

に、 社会関連情報
が どのように処理さ れるかを検討 して みればよいのである。

このような情報会計の内容を をもう 少し具体的にする ためには、 次
のような会計情報 の伝 達

モ デ ル を 考 え て み る の が よ か ろ う３〕。

図 １
会 計 情 報 の 伝 違 モ デ ル
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こ の図の特徴は、 第１に、
企業評価が会計の 伝達 プロセスの中 に明 示的に組み込まれている

こと であ り、 第２に、
企業評価のための情報伝 達チャネ ルと して 会計情報と社会的評価情報が
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並 列 さ れ て い る こ と で あ る。

また、 この 図には、 会計情報の経済的影響が描かれて いる。 資金提供者と企業 は、 資本市場

で資金と情報を 交換しながら、 相互に影響 しあっている。 すな わち、 投資家の意思決 定は企業

の 株 価 を 変 化 さ せ、 そ れ が、 企 業 の 資 金 調 達 の 規 模 と コ ス ト を 変 化 さ せ る。 さ ら に 翻 っ て、 こ

れが企業評価に 影響 するため、
それが経営者行動を変化させる。 そ のような一連の経 済的影響

の ル ー プ が 下 段 に 描 か れ て い る。

ま た、
基準設定機 関は、 会計情報の提供者

と利用者の事情を 汲ん で彼らの利害を調整 しなけ

れ ば な ら な い が、 そ の 際、 会 計 の 機 能 に つ い て の 社 会 意 識 に 影 響 さ れ る こ と を、 こ の 図 は 示 し

て い る 。

利用 者としては、 主と して、 投資家と債権者が念頭に置かれている。 従業員や消費者や 一般

社 会 も 利 用 者 と し て 考 え ら れ な く は な い が、 そ れ は 社 会 責 任 ア プ ロ ー チ の 立 場 で あ り、 そ れ は

別 の パ ラ ダ イ ム を 要 求 す る と 考 え ら れ る た め、 こ こ で は は ず さ れ て い る。 本 稿 で は、 こ の フ レー

ムのうち主 として金融機関の信用 供与に際しての企業評価に入り込んで 検討してみたい。

皿． 利 質 分 析の 概要

これまでのと ころ・ 社会関連情報が どの よう に処理されて意思決定に結 びっ けられるかにっ

い て は 解 明 さ れ て い な い。 そ こ で、 ま ず 手 初
め に、 証 券 ア ナ リ ス ト や 信 用 ア ナ リ ス ト が、 ど の

よ うに財務諸表 から経営を判断 して意思決定に 結び付けるかにっいて、 実践 的
な 経営分析の書

物 に 手 が か り を 求 め て み る。

この点に関する近 年の動向として注目すべき は、 利益 の質という考え方が出て きて いること

である。 これは、 報告利 益をそのまま信用 しないで、 企業活 動の実態と決算ぷりにま で踏み込

ん で、 財 務 諸 表 を 吟 味 し、 必 要 な 再 計 算 を す る と い う も の で あ る。

た と え ば、 オ グ ラ ブ （Ｔ１Ｌ． Ｏ
’
ｇ１ｏｖｅ） は １９８７ 年 に 『利 益 の 質』 と 題 す る 書 物 を 著 し、 財 務

諸表に示さ れる特別損益、 費用増 減、 売上債権およ び在庫変動、 資本構成の変化の背後にある

経営実 態を 見抜く必要性を説 いたむ。 これは、 証券分析における利 質分析の適用である。

ま た、 シ ー ゲ ル （Ｊ．Ｇ．Ｓｅｉｇｅ１） の １９９１ 年 の 著 書 『企 業 評 価 と 利 質 分 析」 は、 信 用 分 析 に ウ

エ イ ト が あ る が、 こ れ も 公 表 利 益 を そ の ま ま 信 じ な い で、 い か に 再 計 算 す る か を 主 題 に し た も

の で あ る５）。 こ の 本 の 特 徴 は、 利 益 に は 質 が あ る こ と を 前 提 に し て、 融 資 の 判 断 に あ た っ て の

企業評価を実践 的に論じていることである。 そ こで以下、 シーゲルの利質 分析の内容を検討し

て、 ア ナ リ ス ト が ど の よ う に 情 報 処 理 を す る か、 手 が か り を 得 る こ と に す る。

（１） 利質分析の考 え方

伝統的な会計の考 え方に従えば、 利益を確定する こと は、 会計手続きの 最重 要 課題 であ る。

し か し な が ら、 企 業 評 価 に と っ て、 報 告 利 益 は、 様 々 な 分 析 の 出 発 点 に 過 ぎ な い。 報 告 利 益 の

背 後 に あ る プ ラ ス あ る い は マ イ ナ ス の 要 因 に つ い て 配 慮 を め ぐ ら さ な け れ ば な ら な い か ら で あ
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る。 こ のよ う
な
、 利
益の構成要素の評定 は利 質分析あるい は利質 評価と呼ばれ 乱

利 質は抽 象的概念であり、 その高低を具体
的数値と して算出 することはで きない。 しか し、

利 益が経営方針と決算方針の総合結果で ある ことを思うと き・ その方針の善
し悪 しいかんで報

告利益に質があることは容易に想像 でき るであろ ㌔ そ して・ 利質を見抜く
とき・ アナりス ト

は、 真 実 の 利 益 を 求 め る こ
と が で き る。 ア ナ リ ス ト は 再

計 算 す る の で あ る が、
そ れ は 企 業 の 真

の現金創出力を求めるため であ ぴ。

シ ー ゲ ル に よ れ ば、 利 質 に 関
し て 注 意 す べ き は 次 の ４ 点 で あ る。

第１に、 利質 は、 利 益の単
なる過大あるい は過 小表示以上の もの を含んでいるこ 』 たとえ

ば
、 ω
損益計 算書 数値の安定性、

１２贋 産の実 現リスク、（３〕資
本の維 持の程度などは、 それぞれ

利質に異なる 様相 を与える。

第 ２ に、 利 質 概 念 は、 分 析 の ト ゥ
ー ル で あ り ゴ ー ル で は な い こ と。 す な わ ち、 利

質 に よ っ て

ＰＥ Ｒの 計算や貸出金利に影響させたり、 利 質の崩壊
が ひどい場合は融資要請を謝絶するとい

う よ う な 意 思 決 定 に 結 び っ く こ と。

第 ３ に、 利 質 は、 過 去 の 報
告 結 果 に っ い て い う の で あ っ て、 将 来 の 生 ず る か も

知 れ な い 変 化

と は 一 線 を 画 す る こ と。

第 ４ に、 同 じ 利 益 で も 利 質 は
異 な る こ と。 そ こ で、 ア ナ

リ ス ト は・ 利 質 の 諸 特
質 の 組 み 合 わ

せ （ｅａｍｉｎｇ ｐｒｏｆｉ１ｅ） を 見 る こ と に な る。

こ の よ う に、 利 質
と い う の は、 ア ナ リ ス ト た

ち の 分 析 目 的 に 応 じ て 解 釈 に 相 当 の 幅 が あ る も

のである。 さ らに、 利
質を構成する要因中に は、 客

観的な測定が難 しいものや不可能なものさ

え あ る。 そ れ で も、 ア
ナ リ ス ト は、 分 析 項 目 の

ど れ が 利 質 に と っ て 有 利 ま た は 不 利 か、 そ し て、

そ の 程 度 は ど の く ら い か を 決 定 す た め に、
一 歩 踏 み 込 ん で い か ざ る を え な い。 ア ナ リ ス ト は、

業界 にお ける企業の利質の相対的ラ ンク づけをしたり、 報告利 益を再計算
する立場にあるので

あ る
。

（２） 利質評価の論点

利質にっ いて は次 の１３ の論 点 があ ると シー ゲ ル は言 う 一１〕会 計方 針・１２〕自 由裁 量費用・

（３〕会 計 見 積 の 確 実 性 の 程 度、 １４〕内 部 統
制 の 信 頼 性 （あ る い は 経 営 者 の モ ラ ル） 、（５〕キ ャ ッ シ ュ ・

フロー、１６贋
産の実現 リスク、１７贋 本維持、

１８）課税 所得、（９）残余利
益、００）禾１』益の安定性、 ω成

長 率、 （ｌａオ フ
バ ラ ン ス （簿 外） 負 債、 （１到オ フ

バ ラ ン ス （簿 外） 資 産。 以 下、 こ れ ら の 論 点 に っ

い て 簡 単 に 解 説 し て お く。

（１） 会 計方 針

会 計 操 作 に よ っ て 利 用 者 が 誤 導 さ れ る リ ス ク を 会 計 リ ス ク と い う・ シ ー ゲ ル が 行 っ た ア ン
ケ ー

トによれば、 ３千万 ドルの利
益を上 げている 会社のある財務 担当役員は・ 利 益 の１５

％ は動か

せると回答したという。 会計方針の変更、 過大あるい は過小
な引 当金の計上、 そ

れ らの組み合

わせとしての利益の平準化な どが間題 にな る。 これ は利 益操 作である。 会計数値
が実態 を反映
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し て い な い と 利 質 は 低 い。 ア ナ リ ス ト は 利 益 操 作 を 見 抜 か ね
ば な ら な い。

（２） 自由裁量費用の分 析

自由 裁量費用とは、 経 営者の裁量である程度発生を調節 できる費用のことで、 例
えば、 広告

費 や訓 練費や修繕、 維持 費などがこれにあたる。 こ れらの減少は利質
が低いこと を示す。 将来

の利 益は減少するか らである。

修繕、 維持費と関連 資
産額との比率に注意すべ きである。 この比率が低下するようで

あれば、

将 来、 設備の稼働状 態
が悪く なるか も知れな い。 分析 にあたっては、 これ ら費用 の不安定

な増

減 部分はとり除く必 要がある。

（３） 会計的見積り の確実性

現行会計には、 固 定資産の耐用年数のよう
な多く の見積りが介入するので、 報告利益に は不

確 実 性 が っ き ま と っ て い る。 そ こ で、 ア ナ リ ス ト は、 利 益 決 定 に 影 響 す る 要 因 の う ち、 事 実 情

報 と 解 釈 情 報 と を 区 別 し な け れ ば な ら な い。 そ の た め、 ア ナ リ ス ト は、 利 益 と キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー

の関係の分析が必要 になる。

会計見積りの妥当 性をチェックするに は、 前 年度の引当額と、 それに関連 する実際の損失の

ズ レ を 見 る の は、 一 つ の 方 法 で あ る。 こ
の ズ レ が 大 き い の は、 利 質 が 低 い こ と を 意 味 す る。 た

とえぱ、 製品保証引 当金の設定額
と実際額を 比較してみるのである。 もっと も、 長期請負工事

に携わる会社な どでは妥当な引当額の決 定がむっ かしいこともある。

（４）内 部統 制の信頼性

内 部 統 制 に 不 備 が あ り、 会 計 エ ラ
ー が 多 い 会 社 の 報 告 シ ス テ ム は 信 頼 が お け な い。 経 営 者

が
、

贈収賄とか質の 悪い商品を扱ったこと で知られて、 誠実性に欠ける場合 も、 会計報告の真実味

も 欠 け て い る こ と が 予 想 さ れ る。 ア ナ リ ス ト は、 出 版 物 に 精 通 し て、 こ の 種 の 会 社 を お さ え て

お く 必 要 が あ る。

（５） キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 分 析

報告利益 は動 かすことができる。 現状では、 会計方針の選択に経営者の
主観が介入するの を

避 け ら れ な い。 そ の 場 合、 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー の 裏
づ け の 少 な い 会 計 方 針 は、

恣 意 性 が 入 り や

す い。 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー と の ズ レ の 少 な い 収 益 ・ 費 用 の 測 定 の 硬 度 は カ タ く 利 質 は 高 い。
ズ

レ が 大 き い と 利 質 が 低 い。

ア ナ リ ス ト は ［キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ／ 純 利 益］ を 計 算 し、 さ ら に、 ［現
金 収 益 ／ 収 益コ、 ［現

金費用／費用コ も計算すべきで ある。

（６） リ ス ク に 従 っ て 資 産 を 分 類 す る。

換金 できないというリスクが 高い資産は資産の質が低い。 そ れは当然、 利質も低い ことを意

味 す る。 ア ナ リ ス ト は、 リ ス ク の 程 度 に 応 じ て 資 産 を 分 類 す
べ き で あ る。 無 形、 繰 延 資 産 ／ 総

資 産 の 計 算 を し て お く べ き で あ る。 仕 掛 晶 も、 す ぐ に は 売
れ な い の で 識 別 し て お く べ き で あ る。

（７） 資本の維持
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設備資産の 維持 が不適切 なのは利質が低いこと を意 味する。 それ は、 利
益 の流れの実体に対

し て、 会 社 が 引 当 て て い な い こ と を 意 味 す る か ら で あ る。 ア ナ リ ス ト は、 修 繕 ・ 維 持 費
／ 固 定

資産、 修繕・ 維持費／売上高、 固定資産取得額／ 資産 合計、 純利益／固 定資
産
、
売上高／固定

資産、
と いっ た比 率の趨勢をつ かんでおくべきで ある。 遊休資産に 関す る脚 注

があれば検討す

べ き で あ り、 ア ナ リ ス
ト は、 さ ら に、 固 定 資 産 の 取 得 原 価 と 取 替 原 価 を 比 較 し て、 必 要

な 取 替

が で き る か ど う か 企 業 の キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 状 況 を 評 価 し て お く べ き で あ 乱

（８） 課税所 得に何を見るか

会計上の利益が 課税所得を大幅に上回るような ら、 それは、 会計方針 が寛大すぎるのである

か ら、 ア ナ リ ス ト は 両 数 値
の ズ レ の 趨 勢 を 見 な け れ ば な ら な い。 た だ し、 日 本 で は、 税 効 果 会

計 が 採 用 さ れ て い な い の で、 こ の 分 析 問 題 は 生 じ な い。

（９） 残余利益に 何を見る か

残余利益と は純利益 から総資産の最低利回りを 控除した額であり、 こ れは経済的な利益を表

す。 残 余 利 益 が 報 告 利 益 よ り 低 い の は 利 質 が 低 い こ と を 意 味 す る。 ア ナ り ス ト は、 こ の 比 率 の

ト レ ン ド を 分 析 す べ き で あ るη。

（１０） 利 益の安定性をどのように描き 出す か

利益の安定性は利質 に影響す る。 アナリス トは、 損 益計算書項目の異常に 注
意 しな ければな

らない。 異常項目 は再計算 の対 象になる。 統計的手法 による安定 （異常） の分析
も行うべきで

あ る。

（１！） 成 長 率 の チ ェ ッ ク

成長率は、 配当後利益／株主 持分 であらわされる。 こ れが高いと、 内部資
金 を生み 出す能力

の安定性が高いことを意味する。 す なわち、 外部資金 への依存度
が少なくてすむ というこ とで

あ る
。

（１２） 注意 すべきオフバランス （簿外） 負債

ア ナ リ ス ト は 簿 外 負 債 に 注 意 し な け れ ば な ら な い。 こ れ は 脚 注 に 開 示 さ れ る べ き も の で あ り、

引 き 当 て ら れ て い な い 過 去 勤 務 費 用、 資 本 化 さ
れ て い な い リ ー ス、 訴 訟、 債 務 保 証 な ど で あ る。

アナ リストは、 会計担当者に追加的
な質 問をすることがで き 孔

（１３） 簿外 資産 の例

簿外 資産があれば、 企業の財務
的 強度 は強く なる。 たとえ ば、 税務上の損金繰延可能額、 時

価より 低い購入契約がある場合、 Ｒ ＆Ｄ費用 が費用処理さ れて いる場合などである。

Ｗ． 社 会関 連 情報 と利 質分 析

以上 より、 アナリスト
が、 会計報告書 を利用 しなが らも、 独 自の視点から経営を眺める企業

評 価 と い う 作 業 が あ る こ と が、 お よ そ 明 ら か に な る と 思 う。 こ れ が、 金 融 の 会 計 に お け る 財 務

諸表分 析あ るいは経営分析である。 それ では、 社会関連情報 は、 利質分析の中に どのように位
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置 づ け ら れ る で あ ろ う か。

（１） 社会関連情報の利質 への影讐

こ の 点 で、 シ ー ゲ ル は 興 味 深 い 見 解 を 示 し て い る。 そ れ は・ 企 業 評 価 に お け る 社 会 的 要 因・

すなわち企 業が社会か らどのよ うに見られているか は、 収益力に係わるリスクとして影響する、

と い う 取 り 上 げ 方 で あ る目）。

こ の よ う な 立 場 か ら、 利 質
の １３ の 論 点 を 見 直 し て み よ う。 シ ー ゲ ル の 利 質 概 念 は、 経 営 行

動上の振舞 のレベルと決算にお ける 会計操作の レベルとに 分けて考えることができるよう に思

わ れ る。

前 者 は、 経 営 方 針 に か か わ る レ
ベ ル で あ り、 そ の 収 支 が 合 理 的 か ど う か が 間 題 に な る。 社 会

関連会計に引き寄 せてみれば、１２〕の 自由裁量費用と しての公害 対策
な どに十分な支出を してい

る か ど う か に か か わ っ て い る。 ま た、 不 祥 事 を お こ さ
な い よ う な１４）の 内 部 統 制 （広 義） の 信 頼

性 に 関 係 す る。 さ ら に、 １７〕の 公 害 防
止 設 備 の 資 本 の 維 持 に か か わ っ て い る で あ ろ う。

後者は決算方針 にかかわっている。 社 会関連会計
とのかかわりで は、（１）

ないしは（３〕の消 費者

や 地 域 住 民 の ク レ ー ム に 応 じ ら れ る だ け の 引 き 当 て が な さ れ て い る か が 重 要 で あ ろ う。 さ ら に

は、 そ の よ う
な ク レ ー ム が オ フ バ ラ ン ス に な っ て い な い か ど う か（１２）、 公 害 対 策

な ど の 支 出 が オ

フ バ ラ ン ス に な っ て い な い か ど う か（１３〕な ど が 注 意 点 で あ ろ ㌔

（２） 社会監査の担 い手 としての信用アナリ スト

最後 に、 社会関達情報 の
監査の問題に言及 して おく。 将来いっの日か、 投 資家は、 有価証券

報告書 から監査された社 会関連情報を手にするよう になるかも しれない。 し
かし、 そのよう

な

監査 は・ わ が国では大企業 に限られてい 乱 それ では・ 監査の及ば
ない中小の企 業では・ 社会

的 行 動 の チ ェ ッ ク が 見 過 ご さ れ る お そ れ が あ る。

そ こ で・ 環 境 監 査 の 制 度 が 進 展 す る ま で は・ 金 融 機 関 が・ 融 資 の 際 に 社 会 度 の チ ェ ッ ク を 入

れ る と い う の は、 十 分 に 考 え ら れ る こ と で あ る。 現 在 で も、 社 会 の 評 判 が 利 質 に 影 響 す る 場 合

は・ 融資の決定 などにおいて 考慮されているとみ られ 乱

そ こ で、 さ ら に 一 歩 進 め て、 融 資 の 事 前 調 査 事 項 に 含 め る 評 価 ポ イ ン ト を 与 え る こ と の 検 討

がなされてよい のではなかろうか。 この場合は、 企業の社会的 行動 がおよぼすさま ざまな 社会

的反応を企業評価 におり込んで融 資をおこなうことになる。 すなわち、 企業の反社会 的行動に

かんする消費者の評 判 （買い控え につ ながる）、 従業員の評判 （離 職、 労働意欲減退 にっ なが

る）、 地域住民の評 判 （企業イメー ジの低下、 訴訟にっながる） な どが、 重層的に企業評 価に

か ら ん で 影 響 を 与 え る こ と は 明 ら か で あ る。

そしてさらに一歩 進めて、 「選別的 融資態度」 と呼べるべき もの を宣 言することも考え られ

る。 そ れ は、 他 の 条 件 が 同 じ な ら 社 会 的 貢 献 の 大 き い 企 業 に 一 貫 し て 融 資 を す る、 あ る い は、

非 社会的な行動を した 企業には決 して融 資をしないとの方針を表明するので ある。

融 資 行 動 が そ の よ う に な る と、 企 業 は、 そ れ に 適 応 し た 経 営 行 動 を と ら。ざ る を え な く な ろ う。
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これは金融機関による社 会監査ということができよう。

こうな ると、 事実に
反する不正確な社会活動情 報が流布されるのをおそ れて、 企業は自発的

に社 会関連情報を開示するようになるか も知 れな い。 時間が立っにっ れて、 そ
れが定着 し、 社

会意 識も変化し、 そ
のことを確 認した基 準設定機関は、 会計 システ

ムならびに報告構造を変え

てく るであろう。 会
計報告書 は、 こ のよ う

な時代には、 社会関 連情報をのせる
重要な媒介手段

に な る は ず で あ る。

＊

本稿では、 社会関連 会
計 を 「金融の会計」 の論理の中に引 き込んで、 債権者 による

会 計情 報

の利用局面で、 社会関
連情報がどのように影響するか を考えてみた。 すなわち、 信用 ア

ナリス

トの利質分析の一 環に社会監査を位置づけてみ れ

利質という 概念 は、 たとえば２っの会社
が同 じ１億 円の利益を計上 して いても、 ハリボテで

空虚な１億円と、
中身の濃い信望のある１億円が あり、 そのような場合に は両社

を別の扱いを

しようと いう 考え 方である。 わが国の信用調
査の 世界に 「決算ぶり」 と いう言葉があるが・ こ

れ に 近 い 概 念 で あ ろ う。

利質ア プローチは、 利益を全面否定 して し
まわ ないで、 社会関連情 報をリスク

要因に変換 し

て しまう。 こ
れによって社会関連惰報が 金融会計情報と同質になって いるのであ 孔

わ が国 の制 度に社会関連情報の開示を 根付 かせるには、 結局 は、（１〕商法の開示制
度を利用す

るか、１２〕証券
取引 法の開示制度を利用す るか、１３〕それらとは別の、 たとえ

ぱ通産省とか環境庁

の規制 を利用 するか、 という議論 に集約さ
れて行くであろう。 諸 外国の動向

や理論の紹介と消

化 が 終 わ る と、 そ こ に 関 心 が 移 る で あ ろ う。
こ こ で は、 商 法 会 計

と 信 用 ア ナ リ ス ト の 組 み 合 わ

せ により社会監査を実施す る構想を展開してみたのである。
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１） 環 境 監 査 研 究 会 編 『環 境 監 査 入 門』 日 本 経済 新 聞 社、 １９９２ 年、
２８ 頁。

２） 本 稿 は、 佐 藤 倫 正 「社 会 関
連 会 計 と利 質 分 析」 『岡 山 大 学 経 済 学 会 雑 誌」 第 ２４ 巻 第 ４ 号 （１９９３ 年

３ 月） に 加 筆 補 正 し た もの で あ る。

３） こ の モ デ ル の 展 開 過 程 に っ い て は、 佐 藤 倫 正 「社 会 関 連 会
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亙α ｍ 加 ｇ８，
Ｐｒｅｎｔｉｃｅ Ｈ ａ１１．
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．

６） シ ー ゲ ル は 「企 業 の 収 益 力 （ｅａ ｍｉｎｇ ｐｏｗｅｒ）
を 求 め る た め」 と 述 べ て い る。 Ｓｉｅｇｅ１［

１９９１コｐ－
４
．

７） こ れ は 支 払 利 子 を 二 度引 き し て い る。 ア ン ソ ニ ー モ デ ル で 十 分 で な い か と 思 わ れ 乱 佐 藤 倫
正 訳

『ア ン ソ ニ ー 財 務 会 計論』 （白 桃 書 房、 １９８９ 年） の 第 ４ 章 を 参 照 さ れ た い。

８） Ｓｉｅｇｅ１［１９９
１コ ｐ．

１２７
．
こ の よ う な 観 点 か ら 経 営 分 析 を 再 構 築 で き る か も し れ な い。 こ

の よ う な 努
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力 に か ん して 山 上 教 授 は 次 の よ う に 言 わ れ る。 「わ が 国 に お い て も、 こ の よ う な
ｒ社 会 関 連 会 計」 の

視 点 か ら現 行 会 計 ディ ス ク ロ ー ジ ャ ー の 理 論 や制 度 を 見 直 す こ と が 重 要 で あ る。 と い う の は、 た び た

び指 摘 した よ う に、 こ の よ う
な 『社 会 関 連 会 計』 理 論 の 確 立 に よ っ て は じめ て、 『社会 関連 情報』 ディ

ス ク ロ ー ジャ ー の 理 論 的 根 拠 づ け を 行 う こ と が で き、 ま た こ れ を 前 提 と して、 現 行 経 営 分 析
を 社 会 関

連 分 析 と して 発 展 さ せ る こ と が で き る か ら で あ る。」 山 上 達 人 『現 代 企 業 の 経 営 分 析』 （自 桃 書 房・

１９８８ 年） ｐ．
２５８
．


